
提出を求める企画提案資料 

 

 

１ 企画提案資料として提出する資料の種類 

 本企画提案コンペにかかわる企画提案資料として、次に掲げる資料を２の留意事項

に従い、提出すること。 

（１）本企画提案コンペにかかわる提案項目（以下「提案書」という。） 

（２）本企画提案コンペにかかわる見積（以下「見積書」という。） 

（３）自医療機関または附属関係にある医療機関の意思決定支援ガイドライン 

（作成途中であれば、令和7年5月末に完成したものを提出すること） 

（４）提案事業者の概要 

（５）契約実績証明書 

 

２ 留意事項及び提出部数 

（１）提案書 ８部（正本 1部、副本７部） 

・A４版・両面（図面等は除く）とし、日本語で表記すること。 

・見積書外に別途費用を必要とするものは評価対象外であるので、提案書には記載

しないこと。 

・評価作業者が漏れなく正確に評価できるよう、編集に配慮すること。 

・可能な限り、別紙「企画提案資料記載依頼事項」の項目順に記載すること。 

・記述内容の詳細は、別紙「企画提案資料記載依頼事項」のとおりとすること。 

・概ね 30ページ以内に収め、ページ番号を付記すること。 

 

（２）見積書 １部 

・Ａ４版（様式は任意）とし、委託業務の経費総額を記述すること。 

・見積書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を加算した額

（１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって契約金

額とするため、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、契約希望金額の110分の100に相当する金額を見積書に記載

すること。 

 

（３）自医療機関または附属関係にある医療機関の意思決定支援ガイドライン 

８部（正本 1部、副本７部） 

・A４版・両面とし、日本語で表記すること。 

・作成途中であっても上記の部数を提出し、検討が十分でない箇所は方向性につい

て記載すること。 

・作成途中のガイドラインを提出した場合、令和7年5月末に完成したものを 1部 

提出すること 



 

（４）提案事業者の概要 ８部（正本 1部、副本７部） 

  ・提案事業者の組織概要（名称、所在地、従業員数、組織体制、沿革等）を記載したも

の。既存の資料(会社パンフレット等)で同項目の記述がある場合、これに代えるこ

とも可。 

 

（５）契約実績証明書 ８部（正本 1部、副本７部） 

  ・今回の委託金額と同規模程度又は同規模以上の過去３年間の契約実績について記

述すること（第３号様式）。該当がない場合は「該当なし」として提出すること。 
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企画提案資料記載依頼事項 

 

項目 観  点 評価点 

1 
目的・ 

仕様の理解 

・仕様書に基づき提案する事業全体の枠組み、基本的な考え方、

アピールポイント等を次の点に留意しつつ記述すること。 

① 本県の高齢化、人口構成、救急搬送の状況 

②  検討会議の必要性や協議内容の具体策 

③  ACPの普及の現状や必要性等 

・本事業の背景、目的及び必要性を考慮したうえで、貴社の提案

による想定効果等について説明すること。 

20 

2 
実施体制・ 

スケジュール 

・実施体制、全体の作業工程について記述すること。 

・本事業に関わるスタッフの役職、ＡＣＰに関する経歴（資格、研修

受講、経験年数）等について記述すること。 

・業務の遂行にあたっての主な連絡先、三重県との連絡調整方法

について記述すること。 

・再委託を想定する場合は、再委託業務、必要性及び再委託先を

記述すること。 

１５ 

3 
連携体制の 

構築 

・仕様書の４（１）（２）を実施するにあたり、これまでの実績や効果

的な方法について、各項目に対する貴社の考え方、実施方法に

ついて記述すること。 

・業務を遂行するにあたり、必要な連携機関や職種および、現状

での課題や解決方法について記述すること。 

・仕様書の４（１）（２）の内容以外で、アドバンス・ケア・プランニン

グ（ＡＣＰ）を推進するために有効と考えられることを記述する

こと。 

20 

４ 専門性 

 

・人材育成の研修会を実施するにあたり、専門的な知見やスキル

の視点から企画提案書を記載すること。 

・医療機関における意思決定支援ガイドライン（「以下、ガイドライ

ン」と表記する）が整備されているか（令和 7 年 5 月末までに

整備予定も含む） 

・ガイドラインの整備を開始した時期、検討回数、関与した職種を

記載すること。（記載例：院長、○○科医師、○○科師長、包括

支援センター保健師、在宅医療・介護連携拠点コーディネータ

ー 等） 

 

２０ 

別紙 



５ 

アドバンス・ 

ケア・プランニ

ング（ＡＣＰ）の

周知 

・医療・介護従事者及び県民に対して、アドバンス・ケア・プランニ

ング（ＡＣＰ）の周知の現状と課題、普及啓発を図るために効果

的な方法や、媒体の提案をすること。 

・普及啓発に関して、県との役割分担について記述すること。 

20 

6 見積書 
・見積書の合計金額は消費税抜きで記述し、費用積算の内訳書を

可能な限り詳細に記載して添付すること。 
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